
 

議案第４９号 

   さいたま市保護施設等の設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正する

条例の制定について 

 さいたま市保護施設等の設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正する条例

を次のように定める。 

  令和７年２月４日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

   さいたま市保護施設等の設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正する

条例 

 （さいたま市保護施設等の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第１条 さいたま市保護施設等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年さい

たま市条例第５４号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （職員の配置の基準）  （職員の配置の基準） 

第１３条 救護施設には、次に掲げる職員を置かな

ければならない。ただし、調理業務の全部を委託

する救護施設にあっては、第７号に掲げる職員を

置かないことができる。 

第１３条 救護施設には、次に掲げる職員を置かな

ければならない。ただし、調理業務の全部を委託

する救護施設にあっては、第７号に掲げる職員を

置かないことができる。 

 ⑴～⑸ ［略］  ⑴～⑸ ［略］ 

 ⑹ 栄養士又は管理栄養士  ⑹ 栄養士 

 ⑺ ［略］  ⑺ ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

 （職員の配置の基準）  （職員の配置の基準） 

第２２条 更生施設には、次に掲げる職員を置かな

ければならない。ただし、調理業務の全部を委託

する更生施設にあっては、第７号に掲げる職員を

置かないことができる。 

第２２条 更生施設には、次に掲げる職員を置かな

ければならない。ただし、調理業務の全部を委託

する更生施設にあっては、第７号に掲げる職員を

置かないことができる。 

 ⑴～⑸ ［略］  ⑴～⑸ ［略］ 

 ⑹ 栄養士又は管理栄養士  ⑹ 栄養士 



 

 ⑺ ［略］  ⑺ ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

 （さいたま市養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第２条 さいたま市養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年

さいたま市条例第５５号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （職員の配置の基準）  （職員の配置の基準） 

第１２条 養護老人ホームに置くべき職員及びその

員数は、次のとおりとする。ただし、特別養護老

人ホームに併設する入所定員５０人未満の養護老

人ホーム（併設する特別養護老人ホームの栄養士

又は管理栄養士との連携を図ることにより当該養

護老人ホームの効果的な運営を期待することがで 

 き、かつ、入所者の処遇に支障がないものに限る。

 ）にあっては第６号の栄養士又は管理栄養士を、

調理業務の全部を委託する養護老人ホームにあっ

ては第７号の調理員を置かないことができる。 

第１２条 養護老人ホームに置くべき職員及びその

員数は、次のとおりとする。ただし、特別養護老

人ホームに併設する入所定員５０人未満の養護老

人ホーム（併設する特別養護老人ホームの栄養士

との連携を図ることにより当該養護老人ホームの

効果的な運営を期待することができ、かつ、入所

者の処遇に支障がないものに限る。）にあっては

第６号の栄養士を、調理業務の全部を委託する養

護老人ホームにあっては第７号の調理員を置かな

いことができる。 

 ⑴～⑸ ［略］  ⑴～⑸ ［略］ 

 ⑹ 栄養士又は管理栄養士 １以上  ⑹ 栄養士 １以上 

 ⑺ ［略］  ⑺ ［略］ 

２～１１ ［略］ ２～１１ ［略］ 

１２ 第１項第３号、第６号及び第７号の規定にか

かわらず、サテライト型養護老人ホームの生活相

談員、栄養士若しくは管理栄養士又は調理員、事

務員その他の職員については、次に掲げる本体施

設の場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める職員により当該サテライト型養護

老人ホームの入所者の処遇が適切に行われている

と認められるときは、これを置かないことができ

る。 

１２ 第１項第３号、第６号及び第７号の規定にか

かわらず、サテライト型養護老人ホームの生活相

談員、栄養士又は調理員、事務員その他の職員に

ついては、次に掲げる本体施設の場合には、次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める職員

により当該サテライト型養護老人ホームの入所者

の処遇が適切に行われていると認められるとき

は、これを置かないことができる。 

 ⑴ 養護老人ホーム 生活相談員、栄養士若しく

は管理栄養士又は調理員、事務員その他の職員 

 ⑴ 養護老人ホーム 生活相談員、栄養士又は調

理員、事務員その他の職員 

 ⑵ 介護老人保健施設 支援相談員、栄養士若し

くは管理栄養士又は調理員、事務員その他の従

業者 

 ⑵ 介護老人保健施設 支援相談員、栄養士又は

調理員、事務員その他の従業者 



 

 ⑶ 介護医療院 栄養士若しくは管理栄養士又は

調理員、事務員その他の従業者 

 ⑶ 介護医療院 栄養士又は調理員、事務員その

他の従業者 

 ⑷ 病院 栄養士又は管理栄養士（病床数１００

以上の病院の場合に限る。） 

 ⑷ 病院 栄養士（病床数１００以上の病院の場

合に限る。） 

 ⑸ ［略］  ⑸ ［略］ 

  

 （さいたま市特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第３条 さいたま市特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平成２

４年さいたま市条例第５６号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （職員の配置の基準）  （職員の配置の基準） 

第１１条 特別養護老人ホームに置くべき職員及び

その員数は、次のとおりとする。ただし、入所定

員が４０人を超えない特別養護老人ホームにあっ

ては、他の社会福祉施設等の栄養士又は管理栄養

士との連携を図ることにより当該特別養護老人ホ

ームの効果的な運営を期待することができる場合

であって、入所者の処遇に支障がないときは、第

５号の栄養士又は管理栄養士を置かないことがで

きる。 

第１１条 特別養護老人ホームに置くべき職員及び

その員数は、次のとおりとする。ただし、入所定

員が４０人を超えない特別養護老人ホームにあっ

ては、他の社会福祉施設等の栄養士との連携を図

ることにより当該特別養護老人ホームの効果的な

運営を期待することができる場合であって、入所

者の処遇に支障がないときは、第５号の栄養士を

置かないことができる。 

 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 

 ⑸ 栄養士又は管理栄養士 １以上  ⑸ 栄養士 １以上 

 ⑹・⑺ ［略］  ⑹・⑺ ［略］ 

２～７ ［略］ ２～７ ［略］ 

  

 （職員の配置の基準）  （職員の配置の基準） 

第４５条 地域密着型特別養護老人ホームには、次

に掲げる職員を置かなければならない。ただし、

他の社会福祉施設等の栄養士又は管理栄養士との

連携を図ることにより当該地域密着型特別養護老

人ホームの効果的な運営を期待することができる 

 場合であって、入所者の処遇に支障がないときは、

 第５号の栄養士又は管理栄養士を置かないことが

できる。 

第４５条 地域密着型特別養護老人ホームには、次

に掲げる職員を置かなければならない。ただし、

他の社会福祉施設等の栄養士との連携を図ること

により当該地域密着型特別養護老人ホームの効果

的な運営を期待することができる場合であって、

入所者の処遇に支障がないときは、第５号の栄養

士を置かないことができる。 

 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 

 ⑸ 栄養士又は管理栄養士 １以上  ⑸ 栄養士 １以上 



 

 ⑹・⑺ ［略］  ⑹・⑺ ［略］ 

２～８ ［略］ ２～８ ［略］ 

９ 第１項第３号及び第５号から第７号までの規定

にかかわらず、サテライト型居住施設の生活相談

員、栄養士若しくは管理栄養士、機能訓練指導員

又は調理員、事務員その他の職員については、次

に掲げる本体施設の場合には、次の各号に掲げる

区分に応じ、当該各号に定める職員により当該サ

テライト型居住施設の入所者の処遇が適切に行わ

れていると認められるときは、これを置かないこ

とができる。 

９ 第１項第３号及び第５号から第７号までの規定

にかかわらず、サテライト型居住施設の生活相談

員、栄養士、機能訓練指導員又は調理員、事務員

その他の職員については、次に掲げる本体施設の

場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める職員により当該サテライト型居住施設

の入所者の処遇が適切に行われていると認められ

るときは、これを置かないことができる。 

 ⑴ 特別養護老人ホーム 生活相談員、栄養士若 

  しくは管理栄養士、機能訓練指導員又は調理員 

  、事務員その他の職員 

 ⑴ 特別養護老人ホーム 生活相談員、栄養士、

機能訓練指導員又は調理員、事務員その他の職

員 

 ⑵ 介護老人保健施設 支援相談員、栄養士若し

くは管理栄養士、理学療法士若しくは作業療法

士又は調理員、事務員その他の従業者 

 ⑵ 介護老人保健施設 支援相談員、栄養士、理

学療法士若しくは作業療法士又は調理員、事務

員その他の従業者 

 ⑶ 介護医療院 栄養士若しくは管理栄養士又は

調理員、事務員その他の従業者 

 ⑶ 介護医療院 栄養士又は調理員、事務員その

他の従業者 

 ⑷ 病院 栄養士又は管理栄養士（病床数１００

以上の病院の場合に限る。） 

 ⑷ 病院 栄養士（病床数１００以上の病院の場

合に限る。） 

 ⑸ ［略］  ⑸ ［略］ 

１０・１１ ［略］ １０・１１ ［略］ 

１２ 地域密着型特別養護老人ホームに指定居宅サ

ービス条例第９１条第１項に規定する指定通所介

護事業所、指定短期入所生活介護事業所等又はさ

いたま市指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営の基準等に関する条例（平成２４年

さいたま市条例第７３号。以下「指定地域密着型

サービス条例」という。）第６０条の３第１項に

規定する指定地域密着型通所介護事業所若しくは

指定地域密着型サービス条例第６２条第１項に規

定する併設型指定認知症対応型通所介護の事業を

行う事業所若しくはさいたま市指定地域密着型介

護予防サービスの事業の人員、設備及び運営の基

準等に関する条例（平成２４年さいたま市条例第

７４号。以下「指定地域密着型介護予防サービス

条例」という。）第６条第１項に規定する併設型

指定介護予防認知症対応型通所介護の事業を行う

事業所が併設される場合においては、当該併設さ

れる事業所の生活相談員、栄養士若しくは管理栄

養士、機能訓練指導員又は調理員その他の従業者

については、当該地域密着型特別養護老人ホーム

の生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士、機能

訓練指導員又は調理員、事務員その他の職員によ

り当該事業所の利用者の処遇が適切に行われると 

 認められるときは、これを置かないことができる。

１２ 地域密着型特別養護老人ホームに指定居宅サ

ービス条例第９１条第１項に規定する指定通所介

護事業所、指定短期入所生活介護事業所等又はさ

いたま市指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営の基準等に関する条例（平成２４年

さいたま市条例第７３号。以下「指定地域密着型

サービス条例」という。）第６０条の３第１項に

規定する指定地域密着型通所介護事業所若しくは

指定地域密着型サービス条例第６２条第１項に規

定する併設型指定認知症対応型通所介護の事業を

行う事業所若しくはさいたま市指定地域密着型介

護予防サービスの事業の人員、設備及び運営の基

準等に関する条例（平成２４年さいたま市条例第

７４号。以下「指定地域密着型介護予防サービス

条例」という。）第６条第１項に規定する併設型

指定介護予防認知症対応型通所介護の事業を行う

事業所が併設される場合においては、当該併設さ

れる事業所の生活相談員、栄養士、機能訓練指導

員又は調理員その他の従業者については、当該地

域密着型特別養護老人ホームの生活相談員、栄養

士、機能訓練指導員又は調理員、事務員その他の

職員により当該事業所の利用者の処遇が適切に行

われると認められるときは、これを置かないこと

ができる。 

１３～１５ ［略］ １３～１５ ［略］ 

  



 

 （さいたま市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第４条 さいたま市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年

さいたま市条例第５７号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（職員配置の基準） （職員配置の基準） 

第１１条 軽費老人ホームに置くべき職員及びその

員数は、次のとおりとする。ただし、入所定員が

４０人以下又は他の社会福祉施設等の栄養士又は

管理栄養士との連携を図ることにより効果的な運

営を期待することができる軽費老人ホーム（入所

者に提供するサービスに支障がない場合に限る。

）にあっては第４号の栄養士又は管理栄養士を、

調理業務の全部を委託する軽費老人ホームにあっ

ては第６号の調理員を置かないことができる。 

第１１条 軽費老人ホームに置くべき職員及びその

員数は、次のとおりとする。ただし、入所定員が

４０人以下又は他の社会福祉施設等の栄養士との

連携を図ることにより効果的な運営を期待するこ

とができる軽費老人ホーム（入所者に提供するサ

ービスに支障がない場合に限る。）にあっては第

４号の栄養士を、調理業務の全部を委託する軽費

老人ホームにあっては第６号の調理員を置かない

ことができる。 

 ⑴～⑶ ［略］  ⑴～⑶ ［略］ 

 ⑷ 栄養士又は管理栄養士 １以上  ⑷ 栄養士 １以上 

 ⑸・⑹ ［略］  ⑸・⑹ ［略］ 

２～９ ［略］ ２～９ ［略］ 

１０ 第１項第４号の栄養士又は管理栄養士及び同

項第５号の事務員のそれぞれのうち１人は、常

勤でなければならない。 

１０ 第１項第４号の栄養士及び同項第５号の事務

員のそれぞれのうち１人は、常勤でなければなら

ない。 

１１～１３ ［略］ １１～１３ ［略］ 

  

 （さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関す

る条例の一部改正） 

第５条 さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に

関する条例（平成２４年さいたま市条例第５８号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を



 

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （食事）  （食事） 

第８８条 ［略］ 第８８条 ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

４ 指定生活介護事業者は、食事の提供を行う場合

であって、指定生活介護事業所に栄養士又は管理

栄養士を置かないときは、献立の内容、栄養価の

算定及び調理の方法について保健所等の指導を受

けるよう努めなければならない。 

４ 指定生活介護事業者は、食事の提供を行う場合

であって、指定生活介護事業所に栄養士を置かな

いときは、献立の内容、栄養価の算定及び調理の

方法について保健所等の指導を受けるよう努めな

ければならない。 

  

 （さいたま市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の一

部改正） 

第６条 さいたま市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条例

（平成２４年さいたま市条例第５９号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （食事）  （食事） 

第３８条 ［略］ 第３８条 ［略］ 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

５ 指定障害者支援施設は、食事の提供を行う場合

であって、指定障害者支援施設に栄養士又は管理

栄養士を置かないときは、献立の内容、栄養価の

算定及び調理の方法について保健所等の指導を受

けるよう努めなければならない。 

５ 指定障害者支援施設は、食事の提供を行う場合

であって、指定障害者支援施設に栄養士を置かな

いときは、献立の内容、栄養価の算定及び調理の

方法について保健所等の指導を受けるよう努めな

ければならない。 

  

 （さいたま市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正

） 



 

第７条 さいたま市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例（平成

２４年さいたま市条例第６０号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （食事）  （食事） 

第４５条 ［略］ 第４５条 ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

４ 生活介護事業者は、食事の提供を行う場合であ

って、生活介護事業所に栄養士又は管理栄養士を

置かないときは、献立の内容、栄養価の算定及び

調理の方法について保健所等の指導を受けるよう

努めなければならない。 

４ 生活介護事業者は、食事の提供を行う場合であ 

 って、生活介護事業所に栄養士を置かないときは、

 献立の内容、栄養価の算定及び調理の方法につい

て保健所等の指導を受けるよう努めなければなら

ない。 

  

 （さいたま市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第８条 さいたま市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年

さいたま市条例第６３号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （食事）  （食事） 

第３０条 ［略］ 第３０条 ［略］ 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

５ 障害者支援施設は、食事の提供を行う場合であ

って、障害者支援施設に栄養士又は管理栄養士を

置かないときは、献立の内容、栄養価の算定及び

調理の方法について保健所等の指導を受けるよう

５ 障害者支援施設は、食事の提供を行う場合であ 

 って、障害者支援施設に栄養士を置かないときは、

 献立の内容、栄養価の算定及び調理の方法につい

て保健所等の指導を受けるよう努めなければなら



 

努めなければならない。 ない。 

  

 （さいたま市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の

一部改正） 

第９条 さいたま市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条

例（平成２４年さいたま市条例第６４号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

第７条 指定児童発達支援事業者が指定児童発達支

援事業所（児童発達支援センターであるものに限

る。以下この条において同じ。）に置くべき従業

者及びその員数は、次のとおりとする。ただし、

４０人以下の障害児を通わせる指定児童発達支援

事業所にあっては第３号の栄養士又は管理栄養士

を、調理業務の全部を委託する指定児童発達支援

事業所にあっては第４号の調理員を置かないこと

ができる。 

第７条 指定児童発達支援事業者が指定児童発達支

援事業所（児童発達支援センターであるものに限

る。以下この条において同じ。）に置くべき従業

者及びその員数は、次のとおりとする。ただし、

４０人以下の障害児を通わせる指定児童発達支援

事業所にあっては第３号の栄養士を、調理業務の

全部を委託する指定児童発達支援事業所にあって

は第４号の調理員を置かないことができる。 

 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 

 ⑶ 栄養士又は管理栄養士 １以上  ⑶ 栄養士 １以上 

 ⑷・⑸ ［略］  ⑷・⑸ ［略］ 

２～６ ［略］ ２～６ ［略］ 

７ 第１項（第１号を除く。）、第２項及び第４項

に規定する従業者は、専ら当該指定児童発達支援

事業所の職務に従事する者又は指定児童発達支援

の単位ごとに専ら当該指定児童発達支援の提供に

当たる者でなければならない。ただし、障害児の

支援に支障がない場合は、第１項第３号の栄養士

又は管理栄養士及び同項第４号の調理員について

は、併せて設置する他の社会福祉施設の職務に従

事させることができる。 

７ 第１項（第１号を除く。）、第２項及び第４項

に規定する従業者は、専ら当該指定児童発達支援

事業所の職務に従事する者又は指定児童発達支援

の単位ごとに専ら当該指定児童発達支援の提供に

当たる者でなければならない。ただし、障害児の

支援に支障がない場合は、第１項第３号の栄養士

及び同項第４号の調理員については、併せて設置

する他の社会福祉施設の職務に従事させることが

できる。 

８・９ ［略］ ８・９ ［略］ 

  

 （さいたま市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の

一部改正） 



 

第１０条 さいたま市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営の基準等に関する

条例（平成２４年さいたま市条例第６５号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （従業者の員数）  （従業者の員数） 

第５条 指定福祉型障害児入所施設に置くべき従業

者及びその員数は、次のとおりとする。ただし、

４０人以下の障害児を入所させる指定福祉型障害

児入所施設にあっては第４号の栄養士又は管理栄

養士を、調理業務の全部を委託する指定福祉型障

害児入所施設にあっては第５号の調理員を置かな

いことができる。 

第５条 指定福祉型障害児入所施設に置くべき従業

者及びその員数は、次のとおりとする。ただし、

４０人以下の障害児を入所させる指定福祉型障害

児入所施設にあっては第４号の栄養士を、調理業

務の全部を委託する指定福祉型障害児入所施設に 

 あっては第５号の調理員を置かないことができる。

 ⑴～⑶ ［略］  ⑴～⑶ ［略］ 

 ⑷ 栄養士又は管理栄養士 １以上  ⑷ 栄養士 １以上 

 ⑸・⑹ ［略］  ⑸・⑹ ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

４ 第１項各号（第１号を除く。）及び第２項に規

定する従業者は、専ら当該指定福祉型障害児入所

施設の職務に従事する者でなければならない。た

だし、障害児の支援に支障がない場合は、第１項

第４号の栄養士又は管理栄養士及び同項第５号の

調理員については、併せて設置する他の社会福祉

施設の職務に従事させることができる。 

４ 第１項各号（第１号を除く。）及び第２項に規

定する従業者は、専ら当該指定福祉型障害児入所

施設の職務に従事する者でなければならない。た

だし、障害児の支援に支障がない場合は、第１項

第４号の栄養士及び同項第５号の調理員について

は、併せて設置する他の社会福祉施設の職務に従

事させることができる。 

  

 （さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第１１条 さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年

さいたま市条例第６６号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 



 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （職員）  （職員） 

第２７条 乳児院（乳幼児１０人未満を入所させる

乳児院を除く。）には、小児科の診療に相当の経

験を有する医師又は嘱託医、看護師、個別対応職

員、家庭支援専門相談員、栄養士又は管理栄養士

及び調理員を置かなければならない。ただし、調

理業務の全部を委託する施設にあっては調理員を

置かないことができる。 

第２７条 乳児院（乳幼児１０人未満を入所させる

乳児院を除く。）には、小児科の診療に相当の経

験を有する医師又は嘱託医、看護師、個別対応職

員、家庭支援専門相談員、栄養士及び調理員を置

かなければならない。ただし、調理業務の全部を

委託する施設にあっては調理員を置かないことが

できる。 

２～７ ［略］ ２～７ ［略］ 

  

 （職員）  （職員） 

第５６条 児童養護施設には、児童指導員、嘱託医、

 保育士、個別対応職員、家庭支援専門相談員、栄

養士又は管理栄養士及び調理員並びに乳児が入所

している施設にあっては看護師を置かなければな

らない。ただし、児童４０人以下を入所させる施

設にあっては栄養士又は管理栄養士を、調理業務

の全部を委託する施設にあっては調理員を置かな

いことができる。 

第５６条 児童養護施設には、児童指導員、嘱託医、

 保育士、個別対応職員、家庭支援専門相談員、栄

養士及び調理員並びに乳児が入所している施設に 

 あっては看護師を置かなければならない。ただし、

 児童４０人以下を入所させる施設にあっては栄養

士を、調理業務の全部を委託する施設にあっては

調理員を置かないことができる。 

２～７ ［略］ ２～７ ［略］ 

  

 （職員）  （職員） 

第６６条 主として知的障害のある児童（自閉症を 

 主たる症状とする児童（以下「自閉症児」という。

 ）を除く。次項及び第３項において同じ。）を入

所させる福祉型障害児入所施設には、嘱託医、児

童指導員、保育士、栄養士又は管理栄養士、調理

員及び児童発達支援管理責任者（障害児通所支援

又は障害児入所支援の提供の管理を行う者として

児童福祉施設府令第４９条第１項に規定するこど

も家庭庁長官が定めるものをいう。以下同じ。）

を置かなければならない。ただし、児童４０人以

下を入所させる施設にあっては栄養士又は管理栄

養士を、調理業務の全部を委託する施設にあって

は調理員を置かないことができる。 

第６６条 主として知的障害のある児童（自閉症を 

 主たる症状とする児童（以下「自閉症児」という。

 ）を除く。次項及び第３項において同じ。）を入

所させる福祉型障害児入所施設には、嘱託医、児

童指導員、保育士、栄養士、調理員及び児童発達

支援管理責任者（障害児通所支援又は障害児入所

支援の提供の管理を行う者として児童福祉施設府

令第４９条第１項に規定するこども家庭庁長官が

定めるものをいう。以下同じ。）を置かなければ

ならない。ただし、児童４０人以下を入所させる

施設にあっては栄養士を、調理業務の全部を委託

する施設にあっては調理員を置かないことができ

る。 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

４ 主として自閉症児を入所させる福祉型障害児入

所施設には、第１項に規定する職員並びに医師及

び看護職員（保健師、助産師、看護師又は准看護 

 師をいう。以下この条及び第８０条において同じ。

 ）を置かなければならない。ただし、児童４０人

以下を入所させる施設にあっては栄養士又は管理

栄養士を、調理業務の全部を委託する施設にあっ

ては調理員を置かないことができる。 

４ 主として自閉症児を入所させる福祉型障害児入

所施設には、第１項に規定する職員並びに医師及

び看護職員（保健師、助産師、看護師又は准看護 

 師をいう。以下この条及び第８０条において同じ。

 ）を置かなければならない。ただし、児童４０人

以下を入所させる施設にあっては栄養士を、調理

業務の全部を委託する施設にあっては調理員を置

かないことができる。 



 

５～１１ ［略］ ５～１１ ［略］ 

１２ 主として肢体不自由のある児童を入所させる

福祉型障害児入所施設には、第１項に規定する職 

 員及び看護職員を置かなければならない。ただし、

 児童４０人以下を入所させる施設にあっては栄養

士又は管理栄養士を、調理業務の全部を委託する

施設にあっては調理員を置かないことができる。 

１２ 主として肢体不自由のある児童を入所させる

福祉型障害児入所施設には、第１項に規定する職 

 員及び看護職員を置かなければならない。ただし、

 児童４０人以下を入所させる施設にあっては栄養

士を、調理業務の全部を委託する施設にあっては

調理員を置かないことができる。 

１３～１５ ［略］ １３～１５ ［略］ 

  

 （職員）  （職員） 

第８０条 児童発達支援センターには、嘱託医、児

童指導員、保育士、栄養士又は管理栄養士、調理

員及び児童発達支援管理責任者のほか、日常生活

を営むのに必要な機能訓練を行う場合には機能訓

練担当職員（日常生活を営むのに必要な機能訓練

を担当する職員をいう。以下同じ。）を、日常生

活及び社会生活を営むために医療的ケア（人工呼 

 吸器による呼吸管理、喀痰
かくたん

吸引その他こども家庭 

 庁長官が定める医療行為をいう。以下同じ。）を

恒常的に受けることが不可欠である障害児に医療

的ケアを行う場合には看護職員を、それぞれ置か

なければならない。ただし、次に掲げる施設及び

場合に応じ、それぞれ当該各号に定める職員を置

かないことができる。 

第８０条 児童発達支援センターには、嘱託医、児

童指導員、保育士、栄養士、調理員及び児童発達

支援管理責任者のほか、日常生活を営むのに必要

な機能訓練を行う場合には機能訓練担当職員（日

常生活を営むのに必要な機能訓練を担当する職員

をいう。以下同じ。）を、日常生活及び社会生活

を営むために医療的ケア（人工呼吸器による呼吸 

 管理、喀痰
かくたん

吸引その他こども家庭庁長官が定める 

 医療行為をいう。以下同じ。）を恒常的に受ける

ことが不可欠である障害児に医療的ケアを行う場

合には看護職員を、それぞれ置かなければならな

い。ただし、次に掲げる施設及び場合に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める職員を置かないことがで

きる。 

 ⑴ 児童４０人以下を通わせる施設 栄養士又は

管理栄養士 

 ⑴ 児童４０人以下を通わせる施設 栄養士 

 ⑵～⑸ ［略］  ⑵～⑸ ［略］ 

２～５ ［略］ ２～５ ［略］ 

  

 （職員）  （職員） 

第９０条 児童心理治療施設には、医師、心理療法

担当職員、児童指導員、保育士、看護師、個別対

応職員、家庭支援専門相談員、栄養士又は管理栄 

 養士及び調理員を置かなければならない。ただし、

 調理業務の全部を委託する施設にあっては、調理

員を置かないことができる。 

第９０条 児童心理治療施設には、医師、心理療法

担当職員、児童指導員、保育士、看護師、個別対

応職員、家庭支援専門相談員、栄養士及び調理員

を置かなければならない。ただし、調理業務の全

部を委託する施設にあっては、調理員を置かない

ことができる。 

２～６ ［略］ ２～６ ［略］ 

  

 （職員）  （職員） 

第９８条 児童自立支援施設には、児童自立支援専

門員（児童自立支援施設において児童の自立支援

を行う者をいう。以下同じ。）、児童生活支援員

（児童自立支援施設において児童の生活支援を行

う者をいう。以下同じ。）、嘱託医及び精神科の

診療に相当の経験を有する医師又は嘱託医、個別

対応職員、家庭支援専門相談員、栄養士又は管理

栄養士並びに調理員を置かなければならない。た

だし、児童４０人以下を入所させる施設にあって

は栄養士又は管理栄養士を、調理業務の全部を委

第９８条 児童自立支援施設には、児童自立支援専

門員（児童自立支援施設において児童の自立支援

を行う者をいう。以下同じ。）、児童生活支援員

（児童自立支援施設において児童の生活支援を行

う者をいう。以下同じ。）、嘱託医及び精神科の

診療に相当の経験を有する医師又は嘱託医、個別

対応職員、家庭支援専門相談員、栄養士並びに調

理員を置かなければならない。ただし、児童４０

人以下を入所させる施設にあっては栄養士を、調

理業務の全部を委託する施設にあっては調理員を



 

託する施設にあっては調理員を置かないことがで

きる。 

置かないことができる。 

２～６ ［略］ ２～６ ［略］ 

  

 （さいたま市一時保護施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第１２条 さいたま市一時保護施設の設備及び運営の基準に関する条例（令和６年さ

いたま市条例第６２号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （職員）  （職員） 

第１８条 一時保護施設には、児童指導員（児童の

生活指導を行う者をいう。次項及び第２１条にお

いて同じ。）、嘱託医、看護師、保育士（国家戦

略特別区域法（平成２５年法律第１０７号）第１

２条の５第５項に規定する事業実施区域内にある

一時保護施設にあっては、保育士又は当該事業実

施区域に係る国家戦略特別区域限定保育士。次項

において同じ。）、心理療法担当職員、個別対応

職員、学習指導員、栄養士又は管理栄養士及び調

理員を置かなければならない。ただし、児童１０

人以下を入所させる一時保護施設にあっては個別

対応職員を、学習指導を委託する一時保護施設に

あっては学習指導員を、児童４０人以下を入所さ

せる一時保護施設にあっては栄養士又は管理栄養

士を、調理業務の全部を委託する施設にあっては

調理員を置かないことができる。 

第１８条 一時保護施設には、児童指導員（児童の

生活指導を行う者をいう。次項及び第２１条にお

いて同じ。）、嘱託医、看護師、保育士（国家戦

略特別区域法（平成２５年法律第１０７号）第１

２条の５第５項に規定する事業実施区域内にある

一時保護施設にあっては、保育士又は当該事業実

施区域に係る国家戦略特別区域限定保育士。次項

において同じ。）、心理療法担当職員、個別対応

職員、学習指導員、栄養士及び調理員を置かなけ

ればならない。ただし、児童１０人以下を入所さ

せる一時保護施設にあっては個別対応職員を、学

習指導を委託する一時保護施設にあっては学習指

導員を、児童４０人以下を入所させる一時保護施

設にあっては栄養士を、調理業務の全部を委託す 

 る施設にあっては調理員を置かないことができる。

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

  

   附 則    附 則 

１・２ ［略］ １・２ ［略］ 

 （職員及び夜間の職員配置に関する経過措置）  （職員及び夜間の職員配置に関する経過措置） 

３ 一時保護施設の職員の確保の状況その他特別の

事由により、一時保護施設の職員の数及び夜間の

職員体制につき、この条例に定める基準により難

いときは、当該一時保護施設は、令和８年３月３

１日まで、これによらないことができる。この場

合においては、児童福祉施設設備運営基準第４２

３ 一時保護施設の職員の確保の状況その他特別の

事由により、一時保護施設の職員の数及び夜間の

職員体制につき、この条例で定める規定により難

いときは、当該一時保護施設は、令和８年３月３

１日まで、これによらないことができる。この場

合においては、児童福祉施設設備運営基準第４２



 

条及び第４６条の規定を準用する。 条及び第４６条の規定を準用する。 

４ ［略］ ４ ［略］ 

  

 （さいたま市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第１３条 さいたま市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２

６年さいたま市条例第５５号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （食事の提供の特例）  （食事の提供の特例） 

第１６条 次に掲げる要件を満たす家庭的保育事業

者等は、前条第１項の規定にかかわらず、当該家

庭的保育事業者等の利用乳幼児に対する食事の提

供について、次項に規定する施設（以下「搬入施

設」という。）において調理し家庭的保育事業所

等に搬入する方法により行うことができる。この

場合において、当該家庭的保育事業者等は、当該

食事の提供について当該方法によることとしても

なお当該家庭的保育事業所等において行うことが

必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有

する設備を備えなければならない。 

第１６条 次に掲げる要件を満たす家庭的保育事業

者等は、前条第１項の規定にかかわらず、当該家

庭的保育事業者等の利用乳幼児に対する食事の提

供について、次項に規定する施設（以下「搬入施

設」という。）において調理し家庭的保育事業所

等に搬入する方法により行うことができる。この

場合において、当該家庭的保育事業者等は、当該

食事の提供について当該方法によることとしても

なお当該家庭的保育事業所等において行うことが

必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有

する設備を備えなければならない。 

 ⑴ ［略］  ⑴ ［略］ 

 ⑵ 当該家庭的保育事業所等又はその他の施設、

保健所、市等の栄養士又は管理栄養士により、

献立等について栄養の観点からの指導が受けら

れる体制にある等、栄養士又は管理栄養士によ

る必要な配慮が行われること。 

 ⑵ 当該家庭的保育事業所等又はその他の施設、

保健所、市等の栄養士により、献立等について

栄養の観点からの指導が受けられる体制にある

等、栄養士による必要な配慮が行われること。 

 ⑶～⑸ ［略］  ⑶～⑸ ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

 （さいたま市指定居宅サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例

の一部改正） 

第１４条 さいたま市指定居宅サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関す

る条例（平成２４年さいたま市条例第６８号）の一部を次のように改正する。 



 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （従業者の員数）  （従業者の員数） 

第１３５条 指定短期入所生活介護の事業を行う者

（以下「指定短期入所生活介護事業者」という。

）が当該事業を行う事業所（以下「指定短期入所

生活介護事業所」という。）ごとに置くべき指定

短期入所生活介護の提供に当たる従業者（以下こ

の節から第５節までにおいて「短期入所生活介護

従業者」という。）及びその員数は、次のとおり

とする。ただし、利用定員（当該指定短期入所生

活介護事業所において同時に指定短期入所生活介

護の提供を受けることができる利用者（当該指定

短期入所生活介護事業者が指定介護予防短期入所

生活介護事業者（指定介護予防サービス条例第１

１７条第１項に規定する指定介護予防短期入所生

活介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せ

て受け、かつ、指定短期入所生活介護の事業と指

定介護予防短期入所生活介護（指定介護予防サー

ビス条例第１１６条に規定する指定介護予防短期

入所生活介護をいう。以下同じ。）の事業とが同

一の事業所において一体的に運営されている場合

にあっては、当該事業所における指定短期入所生

活介護又は指定介護予防短期入所生活介護の利用

者。以下この節及び次節並びに第１５２条におい

て同じ。）の数の上限をいう。以下この節から第

４節までにおいて同じ。）が４０人を超えない指

定短期入所生活介護事業所にあっては、他の社会

福祉施設等の栄養士又は管理栄養士との連携を図

ることにより当該指定短期入所生活介護事業所の

効果的な運営を期待することができる場合であっ

て、利用者の処遇に支障がないときは、第４号の

栄養士又は管理栄養士を置かないことができる。 

第１３５条 指定短期入所生活介護の事業を行う者

（以下「指定短期入所生活介護事業者」という。

）が当該事業を行う事業所（以下「指定短期入所

生活介護事業所」という。）ごとに置くべき指定

短期入所生活介護の提供に当たる従業者（以下こ

の節から第５節までにおいて「短期入所生活介護

従業者」という。）及びその員数は、次のとおり

とする。ただし、利用定員（当該指定短期入所生

活介護事業所において同時に指定短期入所生活介

護の提供を受けることができる利用者（当該指定

短期入所生活介護事業者が指定介護予防短期入所

生活介護事業者（指定介護予防サービス条例第１

１７条第１項に規定する指定介護予防短期入所生

活介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せ

て受け、かつ、指定短期入所生活介護の事業と指

定介護予防短期入所生活介護（指定介護予防サー

ビス条例第１１６条に規定する指定介護予防短期

入所生活介護をいう。以下同じ。）の事業とが同

一の事業所において一体的に運営されている場合

にあっては、当該事業所における指定短期入所生

活介護又は指定介護予防短期入所生活介護の利用

者。以下この節及び次節並びに第１５２条におい

て同じ。）の数の上限をいう。以下この節から第

４節までにおいて同じ。）が４０人を超えない指

定短期入所生活介護事業所にあっては、他の社会

福祉施設等の栄養士との連携を図ることにより当

該指定短期入所生活介護事業所の効果的な運営を

期待することができる場合であって、利用者の処

遇に支障がないときは、第４号の栄養士を置かな

いことができる。 

 ⑴～⑶ ［略］  ⑴～⑶ ［略］ 

 ⑷ 栄養士又は管理栄養士 １以上  ⑷ 栄養士 １以上 

 ⑸・⑹ ［略］  ⑸・⑹ ［略］ 

２～８ ［略］ ２～８ ［略］ 

  

 （従業者の員数）  （従業者の員数） 

第１６８条の５ 基準該当短期入所生活介護事業者 第１６８条の５ 基準該当短期入所生活介護事業者



 

が基準該当短期入所生活介護事業所ごとに置くべ

き従業者（以下この節において「短期入所生活介

護従業者」という。）の員数は、次のとおりとす

る。ただし、他の社会福祉施設等の栄養士又は管

理栄養士との連携を図ることにより当該基準該当

短期入所生活介護事業所の効果的な運営を期待す

ることができる場合であって、利用者の処遇に支

障がないときは、第３号の栄養士又は管理栄養士

を置かないことができる。 

が基準該当短期入所生活介護事業所ごとに置くべ

き従業者（以下この節において「短期入所生活介

護従業者」という。）の員数は、次のとおりとす

る。ただし、他の社会福祉施設等の栄養士との連

携を図ることにより当該基準該当短期入所生活介

護事業所の効果的な運営を期待することができる 

 場合であって、利用者の処遇に支障がないときは、

第３号の栄養士を置かないことができる。 

 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 

 ⑶ 栄養士又は管理栄養士 １以上  ⑶ 栄養士 １以上 

 ⑷・⑸ ［略］  ⑷・⑸ ［略］ 

２～５ ［略］ ２～５ ［略］ 

  

 （従業者の員数）  （従業者の員数） 

第１７０条 指定短期入所療養介護の事業を行う者

（以下「指定短期入所療養介護事業者」という。

）が当該事業を行う事業所（以下「指定短期入所

療養介護事業所」という。）ごとに置くべき指定

短期入所療養介護の提供に当たる従業者（以下「

短期入所療養介護従業者」という。）及びその員

数は、次のとおりとする。 

第１７０条 指定短期入所療養介護の事業を行う者

（以下「指定短期入所療養介護事業者」という。

）が当該事業を行う事業所（以下「指定短期入所

療養介護事業所」という。）ごとに置くべき指定

短期入所療養介護の提供に当たる従業者（以下「

短期入所療養介護従業者」という。）及びその員

数は、次のとおりとする。 

 ⑴ 介護老人保健施設である指定短期入所療養介

護事業所にあっては、当該指定短期入所療養介

護事業所に置くべき医師、薬剤師、看護職員（

看護師及び准看護師をいう。以下この章におい

て同じ。）、介護職員、支援相談員、理学療法

士又は作業療法士及び栄養士又は管理栄養士の

員数は、それぞれ、利用者（当該指定短期入所

療養介護事業者が指定介護予防短期入所療養介

護事業者（指定介護予防サービス条例第１５４

条第１項に規定する指定介護予防短期入所療養

介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せ

て受け、かつ、指定短期入所療養介護の事業と

指定介護予防短期入所療養介護（指定介護予防

サービス条例第１５３条に規定する指定介護予

防短期入所療養介護をいう。以下同じ。）の事

業とが同一の事業所において一体的に運営され

ている場合にあっては、当該事業所における指

定短期入所療養介護又は指定介護予防短期入所

療養介護の利用者。以下この条及び第１８２条

において同じ。）を当該介護老人保健施設の入

所者とみなした場合における法に規定する介護

老人保健施設として必要とされる数が確保され

るために必要な数以上とする。 

 ⑴ 介護老人保健施設である指定短期入所療養介

護事業所にあっては、当該指定短期入所療養介

護事業所に置くべき医師、薬剤師、看護職員（

看護師及び准看護師をいう。以下この章におい

て同じ。）、介護職員、支援相談員、理学療法

士又は作業療法士及び栄養士の員数は、それぞ

れ、利用者（当該指定短期入所療養介護事業者

が指定介護予防短期入所療養介護事業者（指定

介護予防サービス条例第１５４条第１項に規定

する指定介護予防短期入所療養介護事業者をい

う。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、

指定短期入所療養介護の事業と指定介護予防短

期入所療養介護（指定介護予防サービス条例第

１５３条に規定する指定介護予防短期入所療養

介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事

業所において一体的に運営されている場合にあ

っては、当該事業所における指定短期入所療養

介護又は指定介護予防短期入所療養介護の利用

者。以下この条及び第１８２条において同じ。

）を当該介護老人保健施設の入所者とみなした

場合における法に規定する介護老人保健施設と

して必要とされる数が確保されるために必要な

数以上とする。 

 ⑵ 療養病床（医療法第７条第２項第４号に規定

する療養病床をいう。以下同じ。）を有する病

院又は診療所である指定短期入所療養介護事業

所にあっては、当該指定短期入所療養介護事業

所に置くべき医師、薬剤師、看護職員、介護職

 ⑵ 療養病床（医療法第７条第２項第４号に規定

する療養病床をいう。以下同じ。）を有する病

院又は診療所である指定短期入所療養介護事業

所にあっては、当該指定短期入所療養介護事業

所に置くべき医師、薬剤師、看護職員、介護職



 

員（同法に規定する看護補助者をいう。）、栄

養士又は管理栄養士及び理学療法士又は作業療

法士の員数は、それぞれ同法に規定する療養病

床を有する病院又は診療所として必要とされる

数が確保されるために必要な数以上とする。 

員（同法に規定する看護補助者をいう。）、栄

養士及び理学療法士又は作業療法士の員数は、

それぞれ同法に規定する療養病床を有する病院

又は診療所として必要とされる数が確保される

ために必要な数以上とする。 

 ⑶ ［略］  ⑶ ［略］ 

 ⑷ 介護医療院である指定短期入所療養介護事業

所にあっては、当該指定短期入所療養介護事業

所に置くべき医師、薬剤師、看護職員、介護職

員、理学療法士又は作業療法士及び栄養士又は

管理栄養士の員数は、それぞれ、利用者を当該

介護医療院の入所者とみなした場合における法

に規定する介護医療院として必要とされる数が

確保されるために必要な数以上とする。 

 ⑷ 介護医療院である指定短期入所療養介護事業

所にあっては、当該指定短期入所療養介護事業

所に置くべき医師、薬剤師、看護職員、介護職

員、理学療法士又は作業療法士及び栄養士の員

数は、それぞれ、利用者を当該介護医療院の入

所者とみなした場合における法に規定する介護

医療院として必要とされる数が確保されるため

に必要な数以上とする。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

 （さいたま市指定介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する

条例の一部改正） 

第１５条 さいたま市指定介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に

関する条例（平成２４年さいたま市条例第６９号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
 （従業者の員数）  （従業者の員数） 
第１１７条 指定介護予防短期入所生活介護の事業

を行う者（以下「指定介護予防短期入所生活介護

事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以

下「指定介護予防短期入所生活介護事業所」とい

う。）ごとに置くべき指定介護予防短期入所生活

介護の提供に当たる従業者（以下この節から第５

節までにおいて「介護予防短期入所生活介護従業

者」という。）及びその員数は、次のとおりとす

る。ただし、利用定員（当該指定介護予防短期入

所生活介護事業所において同時に指定介護予防短

期入所生活介護の提供を受けることができる利用

者（当該指定介護予防短期入所生活介護事業者が

指定短期入所生活介護事業者（指定居宅サービス

条例第１３５条第１項に規定する指定短期入所生

活介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せ

第１１７条 指定介護予防短期入所生活介護の事業

を行う者（以下「指定介護予防短期入所生活介護

事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以

下「指定介護予防短期入所生活介護事業所」とい

う。）ごとに置くべき指定介護予防短期入所生活

介護の提供に当たる従業者（以下この節から第５

節までにおいて「介護予防短期入所生活介護従業

者」という。）及びその員数は、次のとおりとす

る。ただし、利用定員（当該指定介護予防短期入

所生活介護事業所において同時に指定介護予防短

期入所生活介護の提供を受けることができる利用

者（当該指定介護予防短期入所生活介護事業者が

指定短期入所生活介護事業者（指定居宅サービス

条例第１３５条第１項に規定する指定短期入所生

活介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せ



 

て受け、かつ、指定介護予防短期入所生活介護の

事業と指定短期入所生活介護（指定居宅サービス

条例第１３４条に規定する指定短期入所生活介護

をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所に

おいて一体的に運営されている場合にあっては、

当該事業所における指定介護予防短期入所生活介

護又は指定短期入所生活介護の利用者。以下この

節及び次節並びに第１２７条において同じ。）の

数の上限をいう。以下この節から第４節までにお

いて同じ。）が４０人を超えない指定介護予防短

期入所生活介護事業所にあっては、他の社会福祉

施設等の栄養士又は管理栄養士との連携を図るこ

とにより当該指定介護予防短期入所生活介護事業

所の効果的な運営を期待することができる場合で

あって、利用者の処遇に支障がないときは、第４

号の栄養士又は管理栄養士を置かないことができ

る。 

て受け、かつ、指定介護予防短期入所生活介護の

事業と指定短期入所生活介護（指定居宅サービス

条例第１３４条に規定する指定短期入所生活介護

をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所に

おいて一体的に運営されている場合にあっては、

当該事業所における指定介護予防短期入所生活介

護又は指定短期入所生活介護の利用者。以下この

節及び次節並びに第１２７条において同じ。）の

数の上限をいう。以下この節から第４節までにお

いて同じ。）が４０人を超えない指定介護予防短

期入所生活介護事業所にあっては、他の社会福祉

施設等の栄養士との連携を図ることにより当該指

定介護予防短期入所生活介護事業所の効果的な運

営を期待することができる場合であって、利用者

の処遇に支障がないときは、第４号の栄養士を置

かないことができる。 

 ⑴～⑶ ［略］  ⑴～⑶ ［略］ 

 ⑷ 栄養士又は管理栄養士 １以上  ⑷ 栄養士 １以上 

 ⑸・⑹ ［略］  ⑸・⑹ ［略］ 

２～８ ［略］ ２～８ ［略］ 

  

 （従業者の員数）  （従業者の員数） 

第１５２条の５ 基準該当介護予防短期入所生活介

護事業者が基準該当介護予防短期入所生活介護事

業所ごとに置くべき従業者（以下この節において

「介護予防短期入所生活介護従業者」という。）

の員数は、次のとおりとする。ただし、他の社会

福祉施設等の栄養士又は管理栄養士との連携を図

ることにより当該基準該当介護予防短期入所生活

介護事業所の効果的な運営を期待することができ

る場合であって、利用者の処遇に支障がないとき

は、第３号の栄養士又は管理栄養士を置かないこ

とができる。 

第１５２条の５ 基準該当介護予防短期入所生活介

護事業者が基準該当介護予防短期入所生活介護事

業所ごとに置くべき従業者（以下この節において

「介護予防短期入所生活介護従業者」という。）

の員数は、次のとおりとする。ただし、他の社会

福祉施設等の栄養士との連携を図ることにより当

該基準該当介護予防短期入所生活介護事業所の効 

 果的な運営を期待することができる場合であって、

 利用者の処遇に支障がないときは、第３号の栄養

士を置かないことができる。 

 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 

 ⑶ 栄養士又は管理栄養士 １以上  ⑶ 栄養士 １以上 

 ⑷・⑸ ［略］  ⑷・⑸ ［略］ 

２～５ ［略］ ２～５ ［略］ 

  

 （従業員の員数）  （従業員の員数） 

第１５４条 指定介護予防短期入所療養介護の事業

を行う者（以下「指定介護予防短期入所療養介護

事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以

下「指定介護予防短期入所療養介護事業所」とい

う。）ごとに置くべき指定介護予防短期入所療養

介護の提供に当たる従業者（以下「介護予防短期 

 入所療養介護従業者」という。）及びその員数は、

次のとおりとする。 

第１５４条 指定介護予防短期入所療養介護の事業

を行う者（以下「指定介護予防短期入所療養介護

事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以

下「指定介護予防短期入所療養介護事業所」とい

う。）ごとに置くべき指定介護予防短期入所療養

介護の提供に当たる従業者（以下「介護予防短期 

 入所療養介護従業者」という。）及びその員数は、

次のとおりとする。 

 ⑴ 介護老人保健施設である指定介護予防短期入

所療養介護事業所にあっては、当該指定介護予

 ⑴ 介護老人保健施設である指定介護予防短期入

所療養介護事業所にあっては、当該指定介護予



 

防短期入所療養介護事業所に置くべき医師、薬

剤師、看護職員（看護師及び准看護師をいう。

以下この章において同じ。）、介護職員、支援

相談員、理学療法士又は作業療法士及び栄養士

又は管理栄養士の員数は、それぞれ、利用者（

当該指定介護予防短期入所療養介護事業者が指

定短期入所療養介護事業者（指定居宅サービス

条例第１７０条第１項に規定する指定短期入所

療養介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を

併せて受け、かつ、指定介護予防短期入所療養

介護の事業と指定短期入所療養介護（指定居宅

サービス条例第１６９条に規定する指定短期入

所療養介護をいう。以下同じ。）の事業とが同

一の事業所において一体的に運営されている場

合にあっては、当該事業所における指定介護予

防短期入所療養介護又は指定短期入所療養介護

の利用者。以下この条及び第１６０条において

同じ。）を当該介護老人保健施設の入所者とみ

なした場合における法に規定する介護老人保健

施設として必要とされる数が確保されるために

必要な数以上とする。 

防短期入所療養介護事業所に置くべき医師、薬

剤師、看護職員（看護師及び准看護師をいう。

以下この章において同じ。）、介護職員、支援

相談員、理学療法士又は作業療法士及び栄養士

の員数は、それぞれ、利用者（当該指定介護予

防短期入所療養介護事業者が指定短期入所療養

介護事業者（指定居宅サービス条例第１７０条

第１項に規定する指定短期入所療養介護事業者

をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、か

つ、指定介護予防短期入所療養介護の事業と指

定短期入所療養介護（指定居宅サービス条例第

１６９条に規定する指定短期入所療養介護をい

う。以下同じ。）の事業とが同一の事業所にお

いて一体的に運営されている場合にあっては、

当該事業所における指定介護予防短期入所療養

介護又は指定短期入所療養介護の利用者。以下

この条及び第１６０条において同じ。）を当該

介護老人保健施設の入所者とみなした場合にお

ける法に規定する介護老人保健施設として必要

とされる数が確保されるために必要な数以上と

する。 

 ⑵ 療養病床（医療法第７条第２項第４号に規定

する療養病床をいう。以下同じ。）を有する病

院又は診療所である指定介護予防短期入所療養

介護事業所にあっては、当該指定介護予防短期

入所療養介護事業所に置くべき医師、薬剤師、

看護職員、介護職員（同法に規定する看護補助

者をいう。）、栄養士又は管理栄養士及び理学

療法士又は作業療法士の員数は、それぞれ同法

に規定する療養病床を有する病院又は診療所と

して必要とされる数が確保されるために必要な

数以上とする。 

 ⑵ 療養病床（医療法第７条第２項第４号に規定

する療養病床をいう。以下同じ。）を有する病

院又は診療所である指定介護予防短期入所療養

介護事業所にあっては、当該指定介護予防短期

入所療養介護事業所に置くべき医師、薬剤師、

看護職員、介護職員（同法に規定する看護補助

者をいう。）、栄養士及び理学療法士又は作業

療法士の員数は、それぞれ同法に規定する療養

病床を有する病院又は診療所として必要とされ

る数が確保されるために必要な数以上とする。 

 ⑶ ［略］  ⑶ ［略］ 

 ⑷ 介護医療院である指定介護予防短期入所療養

介護事業所にあっては、当該指定介護予防短期

入所療養介護に置くべき医師、薬剤師、看護職

員、介護職員、理学療法士又は作業療法士及び

栄養士又は管理栄養士の員数は、それぞれ、利

用者を当該介護医療院の入所者とみなした場合

における法に規定する介護医療院として必要と

される数が確保されるために必要な数以上とす

る。 

 ⑷ 介護医療院である指定介護予防短期入所療養

介護事業所にあっては、当該指定介護予防短期

入所療養介護に置くべき医師、薬剤師、看護職

員、介護職員、理学療法士又は作業療法士及び

栄養士の員数は、それぞれ、利用者を当該介護

医療院の入所者とみなした場合における法に規

定する介護医療院として必要とされる数が確保

されるために必要な数以上とする。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

 （さいたま市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関す

る条例の一部改正） 

第１６条 さいたま市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等 

 に関する条例（平成２４年さいたま市条例第７３号）の一部を次のように改正する。 



 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （従業者の員数）  （従業者の員数） 

第１５２条 ［略］ 第１５２条 ［略］ 

２～１２ ［略］ ２～１２ ［略］ 

１３ 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定通所

介護事業所（指定居宅サービス条例第９１条第１

項に規定する指定通所介護事業所をいう。以下同

じ。）、指定短期入所生活介護事業所等、指定地

域密着型通所介護事業所又は併設型指定認知症対

応型通所介護の事業を行う事業所若しくは指定地

域密着型介護予防サービス条例第６条第１項に規

定する併設型指定介護予防認知症対応型通所介護 

 の事業を行う事業所が併設される場合においては、

 当該併設される事業所の生活相談員、栄養士若し

くは管理栄養士又は機能訓練指導員については、

当該指定地域密着型介護老人福祉施設の生活相談

員、栄養士若しくは管理栄養士又は機能訓練指導

員により当該事業所の利用者の処遇が適切に行わ

れると認められるときは、これを置かないことが

できる。 

１３ 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定通所

介護事業所（指定居宅サービス条例第９１条第１

項に規定する指定通所介護事業所をいう。以下同

じ。）、指定短期入所生活介護事業所等、指定地

域密着型通所介護事業所又は併設型指定認知症対

応型通所介護の事業を行う事業所若しくは指定地

域密着型介護予防サービス条例第６条第１項に規

定する併設型指定介護予防認知症対応型通所介護 

 の事業を行う事業所が併設される場合においては、

 当該併設される事業所の生活相談員、栄養士又は

機能訓練指導員については、当該指定地域密着型

介護老人福祉施設の生活相談員、栄養士若しくは

管理栄養士又は機能訓練指導員により当該事業所

の利用者の処遇が適切に行われると認められると

きは、これを置かないことができる。 

１４～１７ ［略］ １４～１７ ［略］ 

  

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第１２条の規定は、公布の

日から施行する。 

 


